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髙　橋　　裕１・松　野　毅　彦２

はじめに
　障害者が，生涯にわたって自立し，社会参加して，豊かな生活をおくるためには，就労

を支援し，職業的な自立を果たすことがきわめて重要である。

　障害者の就労については，我が国が平成 26 年に批准した「障害者の権利に関する条約」

において障害者が労働によって生計が立てられるよう雇用に向けての職業指導・訓練等

を効果的に利用することなどの重要性が指摘されており，これまでの法制度においても法

定雇用率の基準引き上げ等の就業への推進策が実施されている。障害者が就学する特別支

援学校においても，生徒の社会自立に向けた職業教育やキャリア教育などを行うほか，労

働機関等との連携を図るなど障害のある子どもたちの就労に向けた取り組みを進めている。

しかし，全国の特別支援学校高等部卒業者の一般就労への移行をみると，30％に満たない

状況となっており，「働いて豊かに暮らす」という姿にはほど遠い現状にある。

　その中で，知的障害者の一般就労は，以前より進んできているものの，未だ社会の理解

が不足しており，職種に偏りがあるなど，課題は大きい。特に北海道の知的障害のある生

徒の就労率は全国から見てもかなり低い状況である。

　ここでは，このような課題をかかえる知的障害特別支援学校での就労に向けた取り組み

について，北海道における現状から見つめ直し，社会自立に向けた教育のあり方について

考察したい。

１　札幌大学教養学系　　　　 ２　北海道札幌養護学校
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Ⅰ　知的障害者の学校卒業後の状況
１　知的障害者の卒業後の雇用の状況

１）　養護学校高等部の卒業生の状況

（1）知的障害養護学校高等部卒業生（全国）の進路状況

　国立特別支援教育総合研究所の報告書（平成 17 年度）によると , 全国の知的障害養護

学校高等部卒業者の就職数は，平成元年度には 2,898 名であったが，平成 13 年度には 2,365

人へと減少している。このように知的障害のある生徒の就職数が減った理由は様々考えら

れるが，報告書では，①重複障害生徒の増加，②産業構造の変化，③高度技術化等による

知的障害者に合う職種や職務の減少などを挙げている。

　知的障害養護学校高等部卒業生の就職数は，その後も数年は低い状態が続いたものの平

成 16 年度から上昇に転じ，リーマンショック以降もその数を伸ばしてきている。

　平成 20 年度以降最近の進路状況をまとめたものが表１である。文部科学省の学校基本

調査では，知的障害養護学校高等部の卒業生は，平成 20 年度には 11,201 人であったが，

平成 26 年度には 16,566 人となり，約 5,000 人の増加が見られる。就職率は，平成６年度

までは 30％を超えていたが，その後 20％台となり，平成 20 年度から平成 26 年度の就職

率は 26 ～ 31％となっている。その内訳をみると，大学及び専修学校への進学率はともに

１％に満たない。就職率は，平成 25 年度から 30％台に再び上昇しているが，雇用率制度

をはじめとする国の施策，企業の意識変革，学校教育の充実などによる改善とともに，法

定雇用率が 0.2％上積みになった影響が大きいと考えられる。

 
 

表１    知的障害養護学校高等部を卒業した生徒数及び進路（全国） 

    進路 

 年度 
計 

大学等進

学者 A 

専修学校

進学 B 

能力開発

進学 C 

就職者 

大学進学

率（％） 

専修進学

率（％） 

進学率 

A+B+C(％） 

就職率 

（％） 

平成20年 11,201 86 21 307 3,046 0.8 0.2 3.7 27.2 

平成21年 12,009 85 20 279 3,144 0.7 0.2 3.2 26.2 

平成22年 13,131 82 31 311 3,442 0.6 0.2 3.2 26.2 

平成23年 13,700 83 24 267 3,689 0.6 0.2 2.7 26.9 

平成24年 14,767 74 22 265 4,068 0.5 0.1 2.4 27.5 

平成25年 16,387 83 15 274 4,952 0.5 0.1 2.3 30.2 

平成26年 16,566 70 14 237 5,145 0.4 0.1 1.9 31.1 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１　知的障害養護学校高等部を卒業した生徒数及び進路（全国）
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（2）北海道の知的障害養護学校高等部卒業生の進路状況

　北海道の養護学校高等部（知的障害が７割ほどを占める）を卒業した生徒の進路は，表

２のとおりである。表１の全国と比較した場合，就職率が低いことがわかる。

　図１は，平成元年度以降の北海道と全国の養護学校卒業生の就職率を比較したものであ

る。北海道の就職率は，平成元年度から５年度まで全国を 10％以上上回っていたが，平

成 12 年度以降は全国を下回っている状況にある。

図１　養護学校高等部卒業生の就職率（全国と北海道の比較）

 
 

 

   図１   養護学校高等部卒業生の就職率（全国と北海道の比較） 
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　平成４年度までは，北海道の養護学校高等部の就職率は 50％を超えていたが，平成５

年度から就職率が 50％を下回り，その後 30 ～ 20％台へと低下してきている。これは，北

海道の高等部整備の進め方と深くかかわっていることが推察される。

表２　北海道の特別支援学校高等部を卒業した生徒数及び進路

 
 

表２   北海道の特別支援学校高等部を卒業した生徒数及び進路 

進路 

年度 

計 

大学等進

学者 A 

専修学校

進学者 B 

能力開発

入学者 C 

就職者 

大学等進学

率  (%) 

専修学校進

学率(%) 

進学率 

A+B+C（%） 

就職率 

(%) 

平成20年 754 29 6 7 126 3.8 0.8 5.6 16.7 

平成21年 753 19 7 6 133 2.5 0.9 4.2 17.7 

平成22年 805 23 7 10 147 2.9 0.9 5.0 18.3 

平成23年 804 11 7 7 138 1.4 0.9 3.1 17.2 

平成24年 881 14 5 15 186 1.6 0.6 3.9 21.1 

平成25年 968 12 9 6 200 1.2 0.9 2.8 20.7 

平成26年 1,048 18 1 11 230 1.7 0.1 2.9 21.9 
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Ⅱ　障害者の自立を支える取り組みの現状
１　障害者の自立に向けた制度，施策から

１）障害者の権利に関する条約の批准

　障害者の権利に関する条約が平成 26 年１月に批准された。この条約は，障害者の人権

及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とし，

障害者の権利の実現のための措置等について定めたものである。障害者の自立については，

一般原則の中で，「個人の自律及び個人の自立を尊重すること」や「社会に受け入れられ

ること」，「機会の均等」などが取り上げられ，障害者の人権を促進し，保護することを進

め，障害者の生活条件を改善することの重要性が述べられている。

　このことを実現するため，「労働及び雇用」（第２７条）には，「他の者と平等に，公平

かつ良好な労働条件，安全かつ健康的な作業条件及び苦情に対する救済についての障害者

の権利を保護すること」や「労働市場において障害者の雇用機会の増大を図り，及びその

昇進を促進すること並びに職業を求め，これに就き，これを継続し，及びその職業に復帰

する際の支援を促進すること」など 11 の項目を挙げている。

　また，そのような社会における自立に向けて，教育の分野が取り組むこととして，第

24 条「教育」に「人間の存在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発

達させ，並びに人権，基本的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること」としている。

　条約に基づく施策の方針転換や充実等が進むことが期待されるが，とりわけ，知的障害

者は，障害の特性に応じた環境の調整などが考慮されれば，大きく力を発揮できる場合が

多いことが過去の事例からも明らかになっている。従って，明確でわかりやすい指示や説

明，視覚化された情報，わかりやすい物品等の配置，支援者や相談者の配置など，いわゆ

る「合理的配慮」が各雇用先で実践され，それらの成果を各雇用先で交流することを通し

て，よりよい環境が整備されることが期待される。

２）障害者基本計画

　障害者の自立及び社会参加の支援等の施策を総合的に推進するために，障害者基本計画

（第３次）が平成 25 年９月に制定された。この計画の中で，障害者の自立にかかわる雇用

の施策，そのための学校における教育の在り方について，分野別施策の基本的報告として，

次のように考え方が示されている。

　「雇用・就業，経済的自立の支援」の分野では，基本的な考えとして「障害者が地域で

自立した生活を送るためには就労が重要であり，働く意欲のある障害者がその適性に応じ

て能力を十分に発揮することができるよう，一般就労を希望する者にはできる限り一般就
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労ができるように，一般就労が困難である者には就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水

準が向上するように総合的な支援を推進する。あわせて，年金等の支給，経済的負担の軽

減等により経済的自立を支援する」こととしている。その施策として，障害者雇用の促進，

職場実習の推進等総合的な就労支援，障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の

確保，経済的自立の支援が示されている。

　また，障害者の職業自立をめざす児童生徒の教育にかかわって，「教育」の分野では，「福

祉，労働等との連携の下，障害のある児童生徒の就労について，支援の充実を図る」と示

されている。障害者の雇用の場の拡大，障害者の能力・特性に応じた職域の拡大等が基本

方針としてあげられている。

３）障害者の雇用の促進に関する法律

　障害者が地域の中で，一般の人と同じように生活を営むためには，労働問題が大きな

課題である。障害者雇用では「障害者の雇用の促進に関する法律」（以下障害者雇用促進

法と略す）が平成 25 年に改正され，精神障害者の雇用率参入，在宅就業支援制度の創設，

障害者雇用納付金制度の中小企業への適用拡大，短時間労働者の雇用義務対象への追加等

が整備された。

（1）障害者の雇用に関する法令［雇用率制度］

　障害者雇用促進法では，事業主は，民間，国，地方公共団体を問わず，法定雇用率以上

の障害者雇用が義務づけられている。その割合は，平成 25 年度から国及び地方公共団体

は 2.3％，都道府県教育委員会 2.2％，民間は 2.0％となっており，それまでよりも 0.2％引

き上げられた。

　厚生労働省の調査結果によると，平成 25 年度の雇用率は，国においては，2.44％で前

年より 0.13％増となっている。都道府県では 0.09％増，市町村では 0.09％増であり，全体

としては法定雇用率を上回っている。ただ教育委員会は，2.01％で前年より 0.13％増加し

ているものの法定雇用率を下回っている。民間企業は，1.76％で，未だ法定雇用率を達成

していないが，前年度より 0.07％増加している。

　雇用率未達成の公共団体には，厚生労働省から指導や名称の公開等が行われ，指導は強

化されている。民間企業には，著しく障害者雇用の少ない企業等に対して雇い入れ計画の

作成を命じ，実行されない場合は，勧告や企業名の公表等を行っている。また，雇用率を

達成しない場合，その度合いに応じ障害者雇用納付金を徴収している。



髙橋　裕・松野　毅彦 

6

（2）障害者の雇用に関する法令［特例子会社制度］

　事業主が障害者の雇用に特別の子会社を設立し，厚生労働大臣の認定を受けた場合，そ

の子会社に雇用されている障害者を親会社に雇用されていると見なし，親会社の実雇用率

に読み替えられる制度である。平成 26 年５月末日現在，391 社となっており，多くの大

企業などもこの制度を活用し，障害者雇用の重要な一翼を担っている。

４）障害者雇用促進のための事業

　知的障害養護学校高等部の生徒が活用できる事業として次の制度がある。

（1）障害者試行雇用事業

　一般的にトライアル事業と呼ばれ，障害者雇用経験のない事業所に試行的に障害者雇用

の機会をつくり，本格的な障害者雇用に取り組むきっかけ作りを進める事業である。

（2）職場適応援助促進助成金（訪問型，企業在籍型）

　企業に雇用されている障害者への職場適応援助者（ジョブコーチ）による援助の事業を

実施する事業主に対して助成する制度である。ジョブコーチの訪問による訪問型と企業の

在籍者をジョブコーチとして配置し援助する企業滞在型がある。ジョブコーチの支援を通

して障害者の職場適応・定着の促進を図ることを目的としている。

（3）障害者雇用納付金制度に基づくグループ就労訓練に係る助成金

　特別支援学校高等部３年生の生徒が指導員の支援のもと事業所で就労につながる実習を

行い，常用雇用への移行を促進することについて助成金を事業主に支給する事業である。        

５）福祉・労働との連携

　障害者の権利に関する条約の批准に伴い，多くの国内法の整備が進んだが，障害者の効

果的な就労支援を行っていくためには，労働，福祉，教育との連携が必要不可欠であるこ

とから，平成 19 年に厚生労働省及び文部科学省から，障害福祉施策，障害者教育及び障

害者雇用施策の一層の連携についての通知が出されている。障害者就労の基盤整備や地域

での支援事業，学校段階からの連携強化などを主な内容としており，特に，特別支援学校

との連携について，①「個別の教育支援計画」の策定等における連携，②特別支援学校の

生徒に対する効果的な支援（学校及び地域障害者職業センターとの連携，グループ就労訓

練助成金，障害者委託訓練受託法人等との連携，研修への協力）をあげている。
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２　知的障害養護学校における自立に向けた取り組みの現状

　知的障害教育は，歴史的にも「社会的自立」を目指す教育であり，特に後期中等教育では，

「職業自立」を教育目標としているものが多かった。そのため，多くの学校において，領域・

教科を合わせた指導として，作業学習が重視された。現在でも，中学部段階から作業学習

を取り入れている知的障害養護学校が多い。特に近年では，キャリア教育が注目を集めた

ため，職業教育は，キャリア教育の視点で語られることが多い。キャリア教育の定義とし

ては，中央教育審議会答申（平成 11 年 12 月）では「望ましい職業観・勤労観及び職業に

関する知識や技能を身に付けさせるとともに，自己の個性を理解し，主体的に進路を選択

する能力・態度を育てる教育」としている。また，国立教育政策研究所の「キャリア教育

の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」（平成 16 年）には「児童生徒一人一人

の勤労観，職業観を育てる教育」とあるように，勤労観，職業観を育て，主体的に進路選

択ができる能力・態度を育てる教育ということができる。なお，勤労観と職業観の関係に

ついては，勤労観を基礎として職業観が育つとされており，このような考えから前述した

とおり多くの知的障害養護学校では，図２のように中学部段階から職業観の育成を図るべ

く，実際に働くことを通して学ぶことができる作業学習を設定し，それが高等部にわたっ

て増加する形で教育課程が編成されている。

１）キャリア教育

　現行の特別支援学校高等部学習指導要領では，キャリア教育について次のように示され

ている。

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 発達段階と勤労観、職業観の関係             平成21年3月 東京都教育委員会 
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図２　発達段階と勤労観，職業観の関係

平成 21 年 3 月　東京都教育委員会
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　総則第２節第４款　教育課程の編成 ･ 実施にあたって配慮すべき事項

４　職業教育に関して配慮すべき事項（３）として，

　学校においては，キャリア教育を推進するために，地域や学校の実態，生徒の特性

や進路等を考慮し，地域及び産業界や労働等の業務を行う関係機関との連携を図り，

産業現場等における長期間の実習を取り入れるなど就業体験の機会を積極的にもうけ

るとともに，地域や産業界等の人々の協力を積極的に得るよう配慮するものとする。

５　教育課程実施上にあたって配慮すべき事項（６）として，

　生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的に進路を選択できるよう，校内の組織体

制を整備し，教師間の相互の連携を図りながら，学校の教育活動全体を通じ，計画的，

組織的な進路指導を行い，キャリア教育を推進すること。その際，家庭及び地域や福

祉，労働等の業務を行う関係機関との連携を十分に図ること。

　以上のように，学校では，組織的，計画的に生徒自ら進路選択できるように地域や家庭，

労働，福祉などと連携を図りキャリア教育を推進する必要がある。特に，多くの知的障害

養護学校高等部で重点として行われている産業現場等の実習，いわゆる現場実習などは，

地域や企業，福祉など関係機関との連携のもと生徒自ら体験を通して自らの課題や適性を

理解し，職業観を育てるなどキャリア教育の中核的な取り組みといえる。

２）職業教育に関する教科

　知的障害養護学校高等部では，普通教育に関する教科等における「職業」と専門学科に

おいて開設される各教科（以下専門教科と略す）がある。普通教育に関する教科の「職業」

では，「勤労の意義について理解するとともに，職業生活に必要な能力を高め，実践的な

態度を育てる。」ことを目標に掲げ，その内容の多くは，働くことの意味や職場・職業生

活に必要な知識などであるが，「産業現場等における実習を通して」の内容も示され，学

習指導要領においても現場実習の重要性が記載されている。

　専門学科において開設される各教科については，専門教科として「家政」「農業」「工業」

「流通・サービス」「福祉」の５教科が示されている。この専門教科は，平成元年度の学習

指導要領では「家政」「農業」「工業」の３教科であったが，平成 11 年度の改訂では「流通・

サービス」が，平成 21 年度の現学習指導要領では「福祉」が加えられた。

　北海道の知的障害養護学校で職業学科を設置する高等養護学校・高等支援学校（以下，

単置高等養護学校と略す）においても，学校の開設時期に設定されている専門教科による

学科編成となっている。

　専門教科の内容については，全ての専門教科と普通教育に関する教科等における「職業」
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に「コンピュータ等の情報機器の取り扱い」が示されている。現在及び今後の社会を見通

した内容となっており，知的障害者にとっても，これら機器の取り扱いや技術の習得が重

要であることを示している。

３）知的障害養護学校高等部における進路学習

　知的障害養護学校高等部では，就労を目指す観点から進路学習にも力を入れている。

　進路学習とは，一般的に進路先を主体的に選択することができるように支援するための

学習である。その内容をみると，職業の理解や職業人としてのマナー，スキルなどを学習

する授業のほか，情報提供 ･ 啓蒙活動，進路相談などがある。

　進路学習の授業は，国立特別支援教育総合研究所の報告書（平成 17）によると，作業

学習や実習，現場実習など実際に働く体験の学習やその事前事後の学習と関連して実施さ

れており，その具体的な内容は，①働くことの理解，②卒業後の生活の理解，③自分の理

解と将来の選択，④現場実習の理解に大別できる。

　表３は，北海道内の単置高等養護学校の進路学習の実践例である。

　このように，自己の理解から始まり，現場実習等の実際の体験を通しながら，進路選択，

卒業後の生活に必要な実践的な力の育成をねらうものとなっており，勤労観を基礎として，

卒業後の進路実現に向けての指導がなされている。

　実際の指導においては，「なぜ働かなければならないのか」ということを理解させるこ

とが難しく，作業学習や現場実習など実際の体験や卒業後の具体的な生活などをイメージ

させながら，これらの力を付けることが目指される。

 
 

 表３       教科「進路」学習のねらい 

「進路」学習のねらい：勤労の意義について理解するとともに，職業生活及び社会生活に必要な 

能力を高め，知識・技能・態度等の実践的な態度を育てる。 

 １年次のねらい  

   ・自己の力を理解するとともに，職場体験や職業生活に必要な学習を通じて，基礎的な知識・ 

技能・態度に関心を持つ。 

 ２年次のねらい 

   ・自己の進路を意識して，進路選択に参考となる知識，技能，態度を育てる。 

３年次のねらい 

   ・卒後を見据えて卒業後必要となる実践的な知識，技能，態度を育てる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表３ 　教科「進路」学習のねらい
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４）現場実習

　進路学習と関連づけながら，実際の産業現場で実際に働くことを通して社会への移行に

つなげる活動が現場実習である。現場実習については，特総研の調査によると，１年生で

実施している学校は 50.1％，２年生で 74.5％，３年で 77.0％となっている。

　北海道の単置高等養護学校 18 校のうち，１年生から現場実習を行っている学校は 17 校

となっており，２年生から行っているのは１校のみである。このほかに，現場実習に向けて，

校内での作業週間などを設けている学校も多い。実習の形態としては，１年生では，教員

が引率して行う引率実習が多数を占めており，２年生の実習では学校からの引率実習の他，

生徒の実態に応じて，寄宿舎や家庭から生徒単独での実習を行っている学校もある。３年

生での実習は，進路を決定する実習の場合が多いため，ほとんどが単独実習である。実習

期間は，１年生で１週間，２年生で１～２週間，３年生で４～６週間の学校が多い。

　現場実習は生徒にとって貴重な体験であり，よりリアリティーのある学習であるため，

生徒の興味関心は高くなる。現場実習を効果的に行うためには，現場実習に向けての動機

付けや就労に対する意識付けが重要となることから，事前学習や事後学習を積極的に取り

入れている学校が多い。

　また，現場実習の経験を積み重ねることにより，キャリア教育や進路指導の最終的なね

らいである「生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的に進路を選択できる」力の育成が

目指されることとなる。

　現場実習の受け入れ企業の業種は，それぞれの学校所在地域の産業構造により特色はあ

るが，スーパーマーケット，ホームセンターなどの小売業，飲食サービス業，食品製造業，

ビルクリーニング等清掃業，福祉施設での業務などに就いている。農業，漁業，林業関連

の企業への実習は，以前と比較すると割合は低くなっている。

３　北海道における知的障害養護学校の整備・教育実践と卒後の就労

1）北海道の知的障害養護学校高等部の整備について

　北海道の知的障害のある生徒への後期中等教育は，昭和 40 年度に白樺高等養護学校が

開設されたところから始まり，平成３年度からは，「障害の程度が比較的軽い生徒を対象

とする学科と「障害の程度が比較的重い生徒を対象とする学科」の２つの学科の受け入れ

区分が整備された。

　平成５年度からは，高等部教育の一層の拡充を図るため高等養護学校の整備が精力的に

進められ，平成５年度から平成 10 年度までの間に６校の開設が進められることになる。 

　平成 10 年度からは，それまで高等部が設置されていなかった小中学部のみの知的障害
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養護学校に「障害の程度が重い生徒」を対象とした高等部の整備が進められた。これによっ

て，障害の程度にかかわらず，全ての生徒の高等部教育が保証されることとなった。

　このように進められた北海道における高等部の整備状況を示したのが表４である。

　その後北海道では，平成 12 年度に分校への高等部設置を行うほか，入学者の希望の増

加に応じて単置高等養護学校の整備等を進めてきた。現在では，職業学科を有する学校が

20 校，障害の重い生徒対象の普通科を有する学校が 24 校となり，合わせて 44 校で知的

障害のある生徒の高等部教育を行っている。　（学校数：札幌市立，国立，分校を含む）

（1）北海道の知的障害養護学校高等部の設置と就職率

　北海道の知的障害養護学校高等部の就職率の変化と整備状況から次のことがみえてくる。

①平成３年度に設置された比較的障害の重い学科の卒業生が含まれる平成５年度からは，

就職率が 50％を下回った。②高等養護学校が急増し，その時期に入学した生徒が卒業を

迎えた平成９年度から長期的に就職率が下がっている。③障害の重い生徒を対象とした普

通科の生徒が卒業する平成 12 年度から全国平均を下回っている。

　このように，北海道の就職率の推移は，知的障害養護学校高等部が対象としてきた生徒

の障害の程度によるものが大きいと考えられる。北海道は，知的障害のある生徒の高等部

教育については，はじめに障害の程度が軽い生徒を対象とした単置高等養護学校を整備し，

暫時，障害の重い生徒に向けた高等部を整備する形で進めた。一方，他の都府県は，小中

学部に高等部を設置し，障害の軽重にかかわらず受け入れる形での整備が中心であった。

従って，北海道の就職率は，軽度の生徒を対象とした高等養護学校のみの時には全国より

高く，整備状況が全国と同じような状況になった時期に，全国と同様のレベルになったと

 
 

       表４      北海道の知的障害養護学校高等部の設置形態 

設 置 年 度 
対象とする 

知的障害の程度 
学   科 設  置  形  態 

 
昭和40年度～ 

 

 
軽 い 

 

 
職業学科 

 

 
高等部単独設置 

 

平成３年度～ 

 
比較的軽い 
比較的重い 

 

職業学科 高等部単独設置 

 
平成10年度～ 
 

重 い 普 通 科 小･中学部に設置 (夕張高養は単独) 

      27年2月北海道教育委員会 「道立特別支援学校高等部の在り方に関する報告書」から抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４　北海道の知的障害養護学校高等部の設置形態
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考えられる。最近では，全国より低い就職率となり，また，その差が開きつつある状況と

なっている。

（2）知的障害養護学校高等部卒業生の就労先職業

　平成５年度から５年ごとに行われている厚生労働省の「障害者雇用実態調査」の平成

10 年度の調査では，知的障害者の就労先は次のとおりである。製造業への雇用が，56.2％

と約 6 割を占め，サービス業が 27.7％となっている。20 年度の調査によると製造業は

37.9％，卸・小売業が 30.1％，サービス業が 19.1％となっており，製造業の割合が減少し

た一方，卸・小売業など他の業種が増えてきている。

　学校基本調査から知的障害養護学校高等部卒業生の就労先をみると，厚生労働省の調査

と同様な結果がみてとれる。平成 11 年度には，図３のとおり，50％を超えていた製造・

製作作業者（生産工程従事者）が，平成 22 年には約半数の 25.3％となっている。

　このような知的障害養護学校高等部卒業生の就労先職業の変化を見るため，卒業生が多

く就労している業種の変化を表５にまとめてみた。

　平成 11 年度と平成 22 年度を比較してみると，以前は少なかった「事務従事者」が，35

人から約５倍の 168 人となっており，「販売従事者」も３倍近く増加している。同じく「サー

ビス職業従事者」も 553 人から 1,021 人へと倍増している。それに対し，製造業は，就労

した人数としては大きな変化が見られなかったものの，前述したように就労先の割合とし

 
 

 

図３   全就職者に占める生産工程従事者の割合（全国）（％） 
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図３　全就職者に占める生産工程従事者の割合（全国）（％）
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て，50％から 25％に減少している。

　図４でも明らかなように，知的障害養護学校高等部を卒業して就労する者の数がこの

15 年で倍以上となり，その増加分は，製造業以外の他の産業分野への就職となっている

ことが読み取れ，職域が広がってきたことを表している。

表５　知的障害養護学校高等部卒業生の就労先職業（全国）（人数）

 
 

     表５    知的障害養護学校高等部卒業生の就労先職業(全国）     （人数） 

年度 事務従事者 販売従事者 サービス職業従事者 生産工程・製作作業者 

平成11年 35 192 553 1426 

平成12年 34 240 550 1313 

平成13年 42 214 562 1362 

平成14年 27 207 656 1091 

平成15年 38 166 665 1092 

平成16年 49 216 655 1140 

平成17年 61 295 648 1127 

平成18年 97 298 735 1390 

平成19年 113 351 854 1412 

平成20年 112 330 784 1428 

平成21年 155 401 874 1309 

平成22年 168 575 1021 1307 
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　同じく学校基本調査の産業別就職者数を平成 20 年度から見ていくと表６のとおりであ

る。

　これからも，卸売り・小売業，サービス分野の就職者数が伸びていることが分かる。ま

た，「医療・福祉」が大きな数を占めるようになってきている。

　表５にある「事務従事者」などの増加とあわせて考えると，医療や福祉関係などの新し

い分野の産業や職域などに進出しているものと推察される。

 
 

 

      図４      知的障害養護学校高等部卒業生の就職者数（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

図４　知的障害養護学校高等部卒業生の就職者数（全国）

 
 

                 表６       産業別就職者数（全国） 

産業 

年度 
計 製造業 

運輸業 

郵便業 

卸売業 

小売業 

サービス 

業  計  
医療，福祉 公 務 

平成20年 3,052 1,015 192 529 827 208 50 

平成21年 3,146 914 186 621 879 281 41 

平成22年 3,443 827 151 801 952 369 39 

平成23年 3,689 895 174 868 994 409 39 

平成24年 4,068 982 243 907 1,099 456 52 

平成25年 4,953 1,155 322 1,046 1,270 704 62 

平成26年 5,145 1,186 319 1,094 1,377 703 39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６　産業別就職者数（全国）
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４　北海道における知的障害養護学校高等部の自立に向けた教育実践

　知的障害養護学校高等部の自立に向けた取り組みについては，制度的には，学科制の導

入，単置高等養護学校の設置，新たな学科の導入等がなされている。また，教育課程や指

導においても，職業教育やキャリア教育の充実，現場実習の改善，進路学習の導入などが

なされている。これらの取り組みについて北海道の実践を中心に述べる。

１）新たな学科の導入

　知的障害養護学校高等部卒業生の雇用業種は，前述したとおり，平成 10 年度で約６割

が製造業に従事しており，専門教育の中心となったのは，農業科，産業科，木工科，工業

科，家庭科の５学科であった。その後，サービス業への就労の増加と知的障害のある生徒

の進路動向によりクリーニング科が設置された。

　平成 11 年度の学習指導要領で，専門教科に「流通・サービス」が加わり，平成 21 年度

の学習指導要領では「福祉」が加えられることになる。これらの産業に高等部卒業生が多

く就労するようになるなど産業構造の変化に応じたものと考えられるが，北海道において

は，平成 21 年度から「環境・流通サポート科」と「福祉サービス科」が設置されている。

　また，平成 25 年度からは，単置高等養護学校の分校に，産業一般を専門教科として行

える「産業総合科」が設置された。あわせて，障害の程度が比較的重い学科には，新たに，

実習内容の拡充を目指した学科の「生活技術科」が整備されるなど，卒業生の就労実態に

応じるべく，新たな学科の設置が進められてきている。

２）就労先の多様化に対応した各学科の指導内容の工夫

　生産・製造を中心とした学科では，その多くの時間が，いわゆる物づくりに当てられ，「仕

事の正確さ」「仕事の速さ」「集中力」「持続性」「体力」など働くことの基本的な力の育成

が目指される。

　クリーニング科では，サービス業の要素が多く含まれた作業となっている。クリーニン

グの受付，配達などの作業を日常的に行うことができ，クリーニング技能だけでなく，サー

ビス業に必要な接客の技能の育成を図ることができる。また，近隣の公共施設等のビルク

リーニングを実習に取り入れ，活動の場を校外に移しているものもあり，より高い対人ス

キルの学習を行っている。また，生徒の興味関心の強いカークリーニングを導入し，実習

に対する意欲を高めている事例もある。

　環境・流通サポート科では，「環境」の分野として，窓や床の清掃などを専門業者と同

じ要領で行っており，校外に活動の場を広げているところが多い。また，「流通」につい
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ては，丁合・製本作業，販売，接客学習，事務製品の下請け作業等が行われている。特に

清掃関係の実習は，清掃に関する専門技能の育成のほか，作業自体が一般不特定多数の人

の中での仕事となることから，コミュニケーション能力の育成も図られている。

　福祉サービス科を持つ学校では，福祉学科に「介護職員初任者研修」（旧ホームヘルパー

２級）の講座を開設し，これらの資格を取得できる取り組みを行っている。講座の内容と

しては，「生活支援」として掃除や洗濯，買い物，調理など，「身体介助」として食事介

助，入浴介助，排泄介助などを行っている。また，「接客サービス」では，カフェを運営し，

自校や地域で製造したパンや菓子などの販売・接客を行っている。サービスや接客の実践

的な内容により，これらの力の育成を図っている。

　産業総合科は，小規模で学科数が少ないために生徒の作業や就労に関する経験の幅が狭

まることから，様々な経験ができる学科として設置された。地域の産業に関わる外注作業，

リサイクル関係，清掃等の環境づくりや商品管理・事務，家事援助や接客などを組み合わ

せた学習を行っている。

　このように地域や学校の置かれている環境や生徒の適性に応じて，広くその内容を取り

入れることができることをねらいそれぞれ生徒に応じた力の育成を図っている。

３）職業自立を目指した各学校の取り組み

　北海道の高等養護学校が設置されてきた初期の時代には，知的障害者の就労先は製造業

が中心であったことから，知的障害者が職場に必要とされる力は，単純労働を想定したも

のであった。実際にこの時代に，知的障害者の就労実態をもとに調査した研究によると，

手塚（1979）は，知的障害者の職場適応における重要な要素として，体力，意欲，持久力

及び他の従業員との人間関係をあげている。また，職業研究所（1981）の調査では，職場

適応の要件として，労働習慣，社会性，作業能力，安全性，働くことの理解の５つをあげ

ている。また，労働省・心身障害者雇用促進協会（1985）の調査では，知的障害者は職場

では特殊な技能を要しないこと，要しても簡易なもので十分というものが主に必要とされ

ており，具体的技能は特に必要ないと述べている。

　これらの研究から，その時代においては，知的障害者は，簡便な作業を黙々と行い，休

まず遅れず，毎日時間いっぱい働くことができる力が求められた。これらの力は，社会人

として必要とされ，また職場適応に重要な要素ではあるが，現在求められる職能とはマッ

チしていないと感じる。サービス業や福祉・医療分野，事務などその職域は広がってきて

おり，決して簡便な作業だけではなく，一定の技術やコミュニケーション能力，対人対応

力，的確な判断力などを求められる場合も多い。
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　このことから，各学校では，各学科の指導内容以外にも，求められる職能に対応するた

め様々な取り組みを行っている。一例としては，全国障害者技能競技大会（通称アビリン

ピック）北海道大会の参加があげられる。大会参加のために，校内及び店舗での実習，専

門業者からの指導を受けるなど，より高いレベルでの技能，コミュニケーション能力の育

成に取り組んでいる。

　また，生徒の就労や社会自立を図るためには，これら実習など職業に関する取り組みの

他に，地域で障害者理解を進めることが重要である。学校は地域での活動を積極的に行う

など，学校の教育内容や生徒たちの理解を図る教育活動を進めている。北海道においても，

地域との連携の中で実習等を行い，生徒たちの就労に向けた力の育成のほかに，障害者理

解も含めた活動を各学校が実践している。ここでは，その中で注目すべき取り組み事例を

紹介する。

（1）事例　「公的機関と連携した就労に向けた取り組み（北海道今金高等養護学校）」

　北海道今金高等養護学校は，平成９年度に，３学科１学年３学級の規模で開校した。

　今金町は，農業を基幹産業とする人口 5,600 人程の町で，古くから知的障害者の施設が

あることから，障害者理解の進んだ町といえる。このような環境にある今金町は，障害の

ある生徒の学校誘致に積極的に取り組み，開校後も現場実習先への町営スクールバスの運

行など，様々な協力を行っている。

　平成 23 年度からは，「特別支援学校卒業生に対する今金町就労支援事業」を開始してい

る。これは，町臨時事務委託委員（非常勤特別職職員）として，今金高等養護学校の卒業

生を採用するもので，平成 21 年度，22 年度に今金町教育委員会で現場実習を実施した生

徒が，この事業の第１号採用者となっている。この制度は，役場と学校が連携し，在学期

間に役場で現場実習を行い，役場での採用後は２年間臨時職員として実務経験を積み，そ

の経験とスキルを活かし，一般就労に結びつけるシステムである。

　この実施にあたり，平成 21 年度から，学校と町が卒業生の受入についての協議を進め，

学校では生徒の希望や能力・適性を見極めて役場で現場実習を行う生徒を選定し，役場に

依頼し，現場実習の実施がスタートした。実習を行った生徒が，３年次の現場実習後に役

場職員採用試験を他の受験者と同様に受け，平成 22 年 11 月に採用内定となったケースで

ある。

　この事業を継続的に行っていくための根拠となる「特別支援学校卒業生に対する今金町

就労支援事業実施要項」をもとにして，現在も卒業生の受入等が実施されている。
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　第１号の採用者は，パソコンでの会議資料の作成，教育委員会のホームページの更新な

ど本人が意欲を持って取り組めるような担当に配置され，町のスポーツ行事などでは，進

行役を担当するなど力を発揮した。研修が終わる２年後には，町長が推薦者となって職場

開拓にあたり，社会福祉法人への就労が実現した。このように公的機関である町が，学校

の授業で行われる現場実習の協力のみならず，卒業後の就労支援機関として，卒業生の職

業自立に大きくかかわった事例は他に例をみない。

　地域をまきこみ，地域とともに障害者の自立に向けた取り組みを進めている事例である

が，小規模ゆえに進めることができたともいえるものである。社会資源が豊富にある都市

部では，障害のある生徒の就労に，より多くの可能性を秘めていると考える。都市部にお

いて，このような取り組みが実施され，共生社会が進むことを期待したい。

Ⅲ　知的障害者の自立に向けた課題と改善点
　知的障害者の就労を進めるための制度的な課題や知的障害養護学校，とりわけ北海道の

単置高等養護学校における課題や今後の取り組みの方向について焦点を当て述べる。

１　知的障害者の自立に向けた制度について

　北海道が平成 27 年３月に策定した「第４期北海道障がい福祉計画」の中で，障害のあ

る人が生き生きと働くことのできる地域社会の実現のためには，「障がい」や「障がいの

ある人が働くこと」についての理解を深め，地域社会全体で応援する体制づくりを進める

 
 

表７ 「特別支援学校卒業生に対する今金町就労支援事業」システム 
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表７　「特別支援学校卒業生に対する今金町就労支援事業」システム
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ことの必要性を述べている。推進施策として「企業と連携した就労支援」や「授産製品の

販路拡大のための協同事業」，「指定法人を核とした就労支援推進体制による授産事業の経

営改善・工賃の向上」等の取り組みがあげられている。

　ここでは，障害者の雇用，自立生活を営むための体制づくりのポイントを述べる。

１）就労支援制度の充実

　障害者総合支援法による就労支援については，就労に向けての訓練の他，地域生活を支

えるもの及び就労や生活の相談支援の制度がある。

　就労を支えていくためには，生活する場が必要であることはいうまでもないが，職場ま

での距離や家庭環境等の理由で自宅から就労できないケースもあり，その場合，生活する

場としてグループホームを利用することが多い。特に，知的障害者の場合，生活等に支援

が必要な場合が多いことや，北海道の広域性から利用希望者が多いのが現状である。しか

し，利用希望に見合ったグループホームの整備がなされていない状況にある。その理由と

しては，斎藤早希子（2008）の「グループホーム ･ ケアホームの防災に関する研究」でも

述べられている通り，補助金の予算が十分ではないことがあげられる。グループホームが

特に必要な地域は，人口が多く職場も多くある都市部であることから，地代が高く，土地

の確保が難しい。また，安全対策としてスプリンクラー等の設置も義務づけられるなど施

設設備面でも多額の建設費用が見込まれる。このことから現状の補助金額では，グループ

ホームの開設が難しい状況となっている。

　また，施設建設のために，地域社会の障害者理解が重要となってくる。平成 26 年１月

放送の「障害者ホームの設置に”壁”」（ＮＨＫ特集）でも取り上げられたように，全国で，

この５年間に 60 件の反対運動が起こり，建設の断念や予定地の変更を行ったケースが 36

件に上る。これらの解決には，障害者差別禁止法が施行された現在，自治体が住民理解を

推進する当事者であることを強く意識し，積極的にかかわる必要があろう。

　就労と地域生活は一体としてなり立つものであることから，これらグループホームや障

害者の生活の場の確保ができるような施策の充実に期待するところである。

２）雇用率制度の改正

　平成 25 年度の雇用率制度改正により，障害者雇用義務のある事業所の雇用率が 0.2％引

き上げられ，平成 26 年度の障害者雇用は過去最高となった。しかし，障害者の雇用が進

んだとはいえ，半数以上の企業が未達成となっている。

　平成 24 年度の厚生労働省政策審議会の資料によると，雇用率を達成していない企業が
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国に支払う納付金は，未達成一人につき 50,000 円となっており，この納付金額と障害者

の雇用に伴い必要となる施設設備の整備や雇用管理費用の平均とほぼ同額になると考えら

れる。

　また，事業主には，雇用率が低い場合，「雇用状況報告」，「雇入れ計画作成命令」，「雇

入れ計画の適正実施勧告」，「特別指導」，「企業名公表」の５段階の雇用率達成指導がある。

平成 25 年度では，「雇入れ計画作成命令」の発出が 193 社，「雇入れ計画の適正実施勧告」

206 社，「特別指導」25 社となっており，企業名公表は 24 年度からは一件もないのが実情

である。達成率が低い場合は，納付金の額を引き上げるなど傾斜納付を導入することや企

業名公表の積極的な活用等強力な雇用率達成指導が必要である。

3）公共機関での採用の拡大

　国における雇用については，平成 26 年度には，40 機関のうち 39 機関で達成しているが，

都道府県の達成率は 92.9％となっており 11 機関が未達成であった。市町村の達成率は一

段と低く，83.0％である。都道府県等の教育委員会での採用をみると，約 1/3 の教育委員

会が未達成となっている。この内訳をみると，市町村教育委員会は８割近くの達成となっ

ているが，都道府県教育委員会は 46.8％と半分にも満たない状況である。前年度の平成

25 年度には，25.5％であったことから，倍増していることになるが，民間企業に障害者雇

用を義務づけていることを勘案すると，公共機関が率先して雇用を進める必要性を強く感

ずる。民間会社では，「できる仕事をつくり採用する」などの工夫を行っているが，公共

機関においても民間のノウハウを活かし障害者採用に柔軟に取り組む必要があろう。

　北海道においては，知事部局が雇用率を達成しているが，北海道教育委員会は，雇用率

2.2％に対して 1.82％となっており，全国の都道府県教育委員会で最も低い数値となって

いる。現在進めている学校の公務補業務での障害者雇用等の障害者雇用政策をはじめとし

た効果的な取り組みが強く求められる。

　雇用率未達成企業や公共団体は，今後，障害者の７割以上を占める知的障害者の雇用を

どう進めていくかが雇用率達成に向けてのポイントとなる。雇用統計調査における障害者

雇用に当たっての課題・配慮事項として，「会社に適当な仕事があるか」が課題のトップ

にあげられている。しかし，雇用率を達成している企業は，採用する中で，障害者が担

当できる仕事をつくり出している。「知的障害者は，障害のない人に比べてできない」と

いう固定観念で考えているうちは，雇用は進まない。雇用率未達成企業は，雇用率を達成

している優良企業からノウハウを学び，雇用を推進し，社会的な責任を果たす必要がある。

また，障害者雇用を進めるためには，企業にも本人にも良い環境作りが必要であり，知的
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障害のある卒業生の就労にかかわってきている単置高等養護学校からの情報発信や就労に

関するノウハウの提供が重要である。職場で活躍している事例から分析した労働環境や施

設設備，相談体制，労働・福祉機関との連携の在り方など事業所にプロデュースし，安心

できる採用となるような連携も必要であろう。

２　知的障害者の自立を推進するための学校での取り組みへの提言

　知的障害者の自立を推進するために学校では，時代に応じた専門教科の追加や職業科の

導入，デュアルシステム，キャリア教育等様々な取り組みを行っている。今後の単置高等

養護学校における生徒の自立に向けた教育の課題と今後の在り方について述べる。

１）学科の在り方の検討

　前述したように，知的障害者の就労先は，以前は 60％以上であった製造業が近年は

30％以下となり，サービス業や卸・小売業に就労する人が 45％以上を占めるようになっ

てきた。また，医療・福祉分野への就労率が急激に高まるなど，第３次産業への就労の増

加がみてとれる。

　学習指導要領の改訂により，専門教科として「流通・サービス」，「福祉」が新設された

が，知的障害高等部において，生徒の就労を進めていくためには，新しい専門分野の学習

活動を積極的に進める必要がある。

　北海道において，近年設置された学校では，これらの学科が設置され，流通関係へ就労

する生徒やホームヘルパーの資格を取得して福祉関係に就労する生徒の増加などがみられ

る。一方，これらの学科が設置されていない学校では，就労する分野の広がりがみられな

いのが現状である。学校所在地の地域性を見極めながら，学科転換や学科で学ぶ「働く活

動」の種類・内容の検討が必要である。

　また，障害の程度が比較的軽い学科と比較的重い学科を設置している現行の学科の考え

方についても検討を行い，専門教育（職業教育）を主とする学科を設置する学校としては，

在籍する生徒の障害の程度によらず職業自立を目指すことが求められる。さらに，職業教

育を中心として行う学科のほか，普通科等の設置により，一般企業への就労の幅を広げて

いくことも課題となる。

２）学習内容の見つめ直し

　全国的にも先駆けて高等部校整備を進めてきた北海道であるが，学科の設置は，いわゆ

る「物づくり」を中心としたものであった。物をつくることを通して，職業人としての資
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質・能力を育てることを進めてきたが，その指導内容は，物をつくる技術等が重点となっ

たことは否めない。今後，生徒の特性を生かし，就労先を広げていくためには，専門教科

の学習内容を見直す必要がある。

　専門教科については，３年間で 1,050 単位時間履修する必要があり，北海道の場合，北

海道特別支援学校教育課程編成基準において，そのうち 525 時間は学科の専門教科を履修

することとなっている。これは，言い換えると，半分の時数については，他の専門教科を

履修できることを意味する。北海道の多くの単置高等養護学校では，他の学科の実習を履

修するなどして作業経験の拡充を図っているが，これらの作業経験や作業によって身につ

いた技術・態度等が，現在の社会での職業構造や企業の求めるものとなっているかを吟味

する必要がある。

　専門教科の実習を中心として「働く活動」に取り組むことになるが，人間関係力・伝え

る力などの要素も加えて学習活動を構成していくことが必要である。実際に学校において

は，製品の注文を受けることから，製品づくり，製品の梱包，配達まで生徒が行うという

内容を取り入れた作業学習を展開している例もある。

　このように，生徒が就労した際に経験する仕事の内容や職業人としての姿勢，態度等に

ついて学ぶことができる実習となるよう進めたい。また，学習を通して，生徒の有用感を

高めることも意図したい。

３）キャリア教育の推進

　就労を目指す学校としての単置高等養護学校では，従来から職業学科での実習などで就

労に向けての知識・態度・習慣の育成を図ってきた。職業準備教育とも捉えられる内容で，

実践的であり，成果も上げてきた。狭義の意味でのキャリア教育を推進してきたといえる。

しかし，就労率の向上には，就労したいという強い意志と就労を支えていく様々な能力の

育成が必要である。

　国立特別支援教育総合研究所の「キャリア教育ガイドブック」（2010）によれば，自己

理解からの他者の考えや個性の尊重，自分の役割の理解から働くことの意義の理解，意欲

的な取り組みや自発的な取り組みをとおした「やりがい・生きがい」の育成，自己選択と

自己決定が重要であると述べられている。特に，知的障害教育において，キャリア形成の

ポイントとなるのは，「自己理解・自己認識」と「課題対応能力」であると考える。「自己

理解」では，できること・したいことを考え，自分の特性・価値について考えることが大

切である。併せて，自分の課題を理解することや，障害等についての自己認識も必要となっ

てくる。「課題対応能力」では，仕事をする上での自分の課題，課題を処理する方策の選
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択，取り組んだことを自分で評価できることなどに気づかせたい。学校においては，生徒

の取り組みについて評価し賞賛することを大切にしているが，それと同時に実社会での課

題，努力する必要があることを知らせることが求められるのである。

　このような考えのもと，各学校でキャリア教育に取り組み始めているが，キャリア教育

のとらえ方が個々人により違い，理解しづらいものになっているのが現状である。全国特

別支援校長会（2013）の資料でも，知的障害養護学校でキャリア教育を積極的に推進して

いる学校は 16％にとどまっている。各学校は，学習指導要領や文献をもとに一層研修を

深めるほか，先進校などで実践されているキャリア教育の成果を共有し，就労意欲と就労

を支える地域生活をおくる力の育成を図る必要がある。

４）「将来を見据えた教育」の推進と個別の教育支援計画・移行支援計画の活用

　高等部での教育は，実社会とつながるものであり，卒業生の社会での生活の状況から学

校における教育について振り返り，教育課程の改善を図ることが大切である。学校で身に

つける力は，将来必要となる力である。生徒の現状から，将来の社会での生活を想定して，

高等部の教育でどのような資質や能力を身につけることが必要かを考えるという取り組み

が必要となる。学校卒業後の「将来を見据える」ことを教職員の研修として取り上げ，生

徒にどのような教育活動が必要か，教師にできることは何かを考えていきたい。

　このような，将来につながる教育の実践のために，個別の教育支援計画を生かすことが

求められる。個別の教育支援計画は，平成 14 年の障害者基本計画において，「障害のある

子どもの発達段階に応じて，各関係機関が適切な役割分担の下に，一人一人のニーズに対

応して適切な支援を行う計画（個別の支援計画）を策定して効果的な支援を行う」ことと

された。北海道の特別支援学校では，全道統一の書式で，生徒一人一人の教育や療育の状

況，将来の目指す姿，得意なこと，どのような配慮が必要であるかなどがまとめられてい

る。また，「高校生から社会人への移行」と「卒業後の進路先へのスムーズな移行」を進

めるための「個別の移行支援計画」を作成している学校も多く，社会人，職業人になるた

めの進路学習や現場実習等の在学中の学習，実際の職場との引き継ぎの在り方などを内容

としている。あわせて，在学中から職業安定所や職業センター，相談支援センターなど地

域の労働，福祉，医療等の各関係機関との協力関係を構築することも大きな目的となって

いる。就労後の困難事例や困りごとなどに対し，それぞれの場合に応じて，相談先や支援

の役割分担等将来の地域生活を支えるための方策が策定されているものもある。

　これらの支援計画の活用については，関係機関と連携することは進んできているものの，

まだ多くの企業等に浸透していないのが現状である。障害者雇用をしているものの支援計
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画が引き継がれていない企業や障害者雇用のない企業にはその価値が理解されていない。

企業は知的障害者を雇用する際に様々な課題を挙げていることから，その課題への適切な

対応がイメージできれば障害者の雇用や支援も円滑に進むと考えられる。

　しかし，作成されている個別の教育支援計画や移行支援計画は，現状が文章化されるだ

けに終わっているとの指摘もある。また，活用の報告や事例の提供はあまり多くないのが

現状である。今後は，積極的な活用を進め，その成果を情報発信して，保護者や就労先企

業等に浸透させていく必要がある。

５）進路指導の改善

　単置高等養護学校が最終的に就労先を決める場合は，３年次に長期の現場実習を経て就

職を決定する場合がほとんどである。この方法は，就職を決める際には，確実で有効な手

段であるが，現場実習まで至らなければ就労できないという課題もある。現場実習に至る

までには，進路担当者が企業を訪問し，生徒の履歴書を提出することから始まり，生徒の

状況を知ってもらい，面接を経て実習となる。ただ，多くの企業で法定雇用率を満たして

いないという事実が示すように，障害のある人に対する理解不足があることは否めず，特

に知的障害のある人に対してはその理解は進んでいないのが現状である。このことから，

新たな職場の開拓は，困難を極めている。

　このような状況から，生徒が企業等の求める「努力できる人材」であることや一定の「学

力」があることを客観的に示していく取り組みが必要である。企業に提出する履歴書には，

資格や検定等の記載はなく，学校の様子だけの記述が多いことから，客観性に乏しく，生

徒の持っている力が理解されにくい。今後は，漢字検定，エクセル検定やホームヘルパー

資格等の取得に積極的に取り組み，持っている能力等をアピールしていくことが望まれる。

全国の職業学科の高校で行っている各種検定や危険物・ボイラー技士などの資格の中には，

十分に単置高等養護学校の生徒が取得できるものもあることから，学校として資格や検定

について調査し，吟味する中で，生徒の興味関心や実態に応じて取り組んで行くことが必

要であろう。そしてこれらの経験は，生徒にとって単に資格を取得したという事実だけで

なく，新しいことに挑戦する姿勢や，やり遂げるという自信につながると考える。

　知的障害者の就労を進めていくために，制度や教育的側面から多くの課題をあげたが，

制度面は以前より充実し，障害者の就労環境は，着実に改善されてきている。このような

中，学校教育として，早急に取り組み，改善できることも多いと考えられ，障害者が地域

で働き，地域で生活するための実践を積み重ねることが期待される。
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終わりに　地域での豊かな生活を目指して

　我が国は，社会的に成熟した国の一つであると言われる。しかし，障害者の権利に関す

る条約が批准され，障害のある人が物理的，社会的，経済的，文化的な環境を享受し，社

会に受け入れられる存在となることを目指す今日，まだまだ社会の中に障害者に対しての

偏見や理解不足がみられる。特に知的障害のある人は，それぞれの特性や得意なことなど

が理解されず，持っている力よりも低く評価されている場合が多いと感じる。

　このような中，知的障害のある人が社会での豊かな生活を実現するために，特別支援学

校の果たす役割は大きいものがある。彼らのもっている力を確実なものとし，できること

を増やす教育活動に取り組むとともに，それを発揮するための場を提供し，自立を支援す

るのが学校の役割である。そして，彼らの良さを社会にプレゼンテーションし，障害者へ

の一層の理解を進めることが求められている。そのような思いで学校での取組について本

論をまとめてみた。今後，彼らにかかわる者がつながりを深め，豊かな社会生活の実現の

ために努力を続けることを望みたい。
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